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要約 
社会資本は、我々の生活を支える上で極めて重要な役割を果たしている。一方で、それ

らは老朽化により維持整備・更新の必要性が急速に高まっている。社会資本は行政が管理

することが一般的だが、財政や人材の課題により行政単独では対応に限界がある。そこで

我々が着目したのが、PFIである。PFI は従来方式では対応できない社会資本へアプローチ

できるため、今後社会資本を適切に維持する際には欠かせない。実際に政府も税制優遇や

推進アクションプランの制定を実施しており、PFIを推進していることが分かる。 

 しかし、PFI は 1 事業あたりの入札参加グループ数が減少傾向にあり、競争原理が作用

しにくくなる恐れがある。民間事業者が PFI への応募を見送る要因はいくつか存在するが、

本稿では行政が介入すべき要因として「PFI の制度設計」に着目した。 

 行政は制度設計を行う際に、入札参加グループ数を増やすため考慮すべき箇所を把握し、

競争原理を働かせて財政負担の削減効果や提案されるサービスの質の向上に取り組む必要

がある。しかし、現状十分かつ根拠のある制度設計のノウハウが行政に蓄積されていると

は言いがたい。 

 本稿では「現状の制度設計では競争原理が機能した効果的な PFI を実現できないこと」

を問題意識とする。 

先行研究として、PFI の制度設計が民間事業者に与える影響について実際のデータを用

いて実証した福田ほか(2021)を挙げる。福田ほか(2021)は PFI の制度設計が入札参加グル

ープ数や選定された民間事業者の質に与える影響を実証した。しかし、福田ほか（2021）

の限界として、PFI の対象となる社会資本の事業分野の違いや、事業規模の違いを考慮し

ていない事が挙げられる。PFI の対象となる社会資本の違いに応じて、最適な制度設計や

民間事業者の求める観点は異なると考えられる。そこで、本稿では最新のデータを用いて、

社会資本ごとの違いを考慮した上で民間事業者の応募意欲を高めるような制度設計につい

て分析を行う。その際、福田ほか(2021)の分析モデルや変数を参考にする。 

 本稿では、PFI 年鑑(2020)のデータを用いて、2020 年度末までに実施方針が公表された

全ての PFI を対象にした分析の結果、「計画時 VFM」、「PFI における事業期間」、「事業

方式(BTO 方式)の選定」が入札参加グループ数に影響を与える事が明らかとなった。 

 以上の定量分析に加え定性分析を行い、行政が介入すべき要素として、「計画時 VFM の

適切な算定」と「民間事業者同士のマッチング環境の整備」を明らかにした。 

 以上の結果を踏まえ、以下の政策提言を行う。 

【政策提言Ⅰ：検討会への民間事業者派遣制度】 

【政策提言Ⅱ：アドバイザリー活用支援補助金】 

【政策提言Ⅲ：情報バンクの設置による民間事業者同士のマッチング促進】 

まず、定量分析より明らかとなった「民間事業者から見た望ましい PFI の制度設計」を

検討段階で行政と共有するため、行政が行う検討会に民間事業者の意見を取り入れさせる

場を創出する(政策提言Ⅰ)。その上で、補助金交付により、行政に積極的にコンサルタン

ト等のアドバイザリーを活用させ、不適正な計画時 VFM を算定したが故に民間事業者が応

募を断念する事態を防ぐ(政策提言Ⅱ)。さらに、PFI において、共に事業を行う民間事業

者が見当たらないことを理由に応募を断念する事態を防ぐため、情報プラットフォームを

構築し民間事業者同士のマッチングの場を創出する(政策提言Ⅲ)。本プラットフォームは

行政が制度設計を行う上でも活用することが想定されるため、官民双方の視点から入札参
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加グループ数の増加を実現できる。 

 以上、3 つの政策提言により、各事業の主目的を逸脱しない範囲で入札参加グループ数

を増加させることが可能となる。それにより、グループ同士で競争原理が作用し、VFM 変

化率や提案サービスの質の向上が見込まれる。その結果、財政面や人材面で課題を抱える

行政への負担削減効果を担保しつつ国民生活に必要不可欠な社会資本の適切な維持整備を

実現することができるため、本稿のビジョンである「官民一体で、社会資本の適切な維

持・整備を実現すること」が達成される。 
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第 1 章 現状分析・問題意識 

第 1 節 社会資本をめぐる現状 

第 1 項 社会資本の役割 
社会資本とは私達の生活や生産活動を維持するため不可欠な公共的施設・サービスであ

る。大水(2014)によると、社会資本とは「具体的形態をもち、社会を間接的に支える生産

資本であり、市場機構では提供できないため、政府が供給主体となる財」と定義されてい

る。その対象は多岐に渡り国土交通省のホームページ「社会資本の老朽化対策情報ポータ

ルサイト：インフラメンテナンス情報」によると、主に、道路、河川、下水道、鉄道、砂

防、港湾、公営住宅、公園、海岸、空港、航路標識、官庁施設などが含まれる。これらの

社会資本は我々の生活において、生産、雇用、消費などの経済活動を創出し、安心・安全

な暮らしを支え、生活の質を向上させる役割を果たしている。 

第 2 項 社会資本の現状 
日本の社会資本は老朽化や多額の維持更新費の存在、そして行政の慢性的な財政難ゆえ

にその持続可能性が危ぶまれている。以下、日本の社会資本が抱える問題について詳述す

る。 

（1） 社会資本の老朽化・維持更新費の必要性 
日本の社会資本は高度経済成長期に集中的に整備され、今後急速に老朽化することが懸

念されている。国土交通省のホームページ「社会資本の老朽化対策情報ポータルサイト：

インフラメンテナンス情報」においても、高度経済成長期以降に整備された道路橋、トン

ネル、河川、下水道、港湾等について、今後 20 年の内に建設後 50 年以上経過する施設の

割合が加速度的に高くなるとされる(表 1)。 

 

表 1 建設後 50 年以上経過する社会資本の割合 

 2018 年 3 月 2023 年 3 月 2033 年 3 月 

道路橋 約 25% 約 39% 約 63% 

トンネル 約 20% 約 27% 約 42% 

河川管理施設 

(水門等) 

約 32% 約 42% 約 62% 

下水道管渠 約 4% 約 8% 約 21% 

港湾岸壁 約 17% 約 32% 約 58% 

(国土交通省ホームページ「社会資本の老朽化対策情報ポータルサイト：インフラメメン 

テナンス情報」より筆者作成) 

 

インフラが老朽化すると、機能不全により事故が発生する可能性が高くなり、人々の生

活に影響を及ぼすことが懸念される。実際に、2012 年に山梨県大月市笹子町の中央自動車

上り線笹子トンネルで天井板のコンクリート板が落下し、9 名が死亡する事故が起きてい
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る(『朝日新聞』、2012年 12月 3日)。老朽化したインフラの点検や補修等がおろそかにな

ると、本来の機能の提供が困難になるだけでなく、上述のような重大事故が発生しかねな

い。従って、社会資本の維持管理・更新の必要性が急速に高まっていると言える。 

加えて、社会資本の維持管理・更新費用は将来的に増大すると見込まれる。国土交通省

が今後 30年後までの維持管理・更新費を推計した資料「国土交通省所管分野における社会

資本の将来の維持管理・更新費の推計(2018 年度)」によると、長期的な費用の増加の程度

は、20 年後、30 年後ともに 2018 年度比で約 1.3 倍となる見込みである。その間、26 年後

に最大の 1.4倍(7.1兆円)となる。また、今後 30年間の維持管理・更新費の合計は、176.5

～194.6 兆円程度となる。 

（2） 財政の厳しさ  
一方で、日本の財政は極めて厳しい状況にある。財務省(2021)「日本の財政関係資料」

によると、我が国の財政は歳出が税収を上回る状況が続いている。令和 2 年度では、税収

が 63.5 兆円であるのに対し歳出は 160.3 兆円と、歳出が税収を 96.8 兆円も上回っている

(図 1)。また、地方財政に関しても歳入のうち約 25％が依存財源であることが総務省地方

財政白書(2020)から読み取れる。こうした状況のもとで、社会資本の維持管理・更新費を

将来にわたって捻出することは困難であると考えられる。 

 

図 1 国・地方の歳入及び歳出 

 
 

            (財務省(2020)と総務省地方財政白書(2020)より筆者作成) 

（3） 人材不足  
 社会資本整備の担い手も不足している。国土交通省(2015)によると、社会資本の維持・

整備について、職員の不足を懸念している自治体は全体の約 60％から 70％存在し、技術力

の不足を懸念している自治体は全体の約 40％である。また、行政職員についても今後不足

するとの予測が総務省(2017)によりなされている（図 2)。 
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図 2 地方公務員の総数の変化予測 

 
                      (総務省(2017)より筆者作成) 

第 3 項 民間活用 
 前項の内容を踏まえると、「財政難や人手不足といった課題の解決と生活・経済活動に

必要不可欠な社会資本の維持の両立」が重要であると言える。上記の達成に資するとして

注目されている手段が民間活用である。実際、2003 年には地方自治法の一部改正により指

定管理者制度が導入され、公共施設の運営に民間のノウハウやアイデアが活用され始めた。

このことから、当時から民間活用の議論がされていたと言える。 

民間活用は様々な手法で行われており、以下では主な 2 つの手法である外部委託と民営

化について簡単に説明する2。 

⑴ 外部委託 
 外部委託とは事務等の業務を民間事業者に委託するものである。主目的は行政の労働力

不足の補填であるため、業務を安価な労働力に置換するのみに留まる恐れがある。また、

民間事業者の努力インセンティブが発生しにくい構造であるため、業務の質が低下する危

険性があり、その対処に追加コストが生じる場合、行政の負担は増加するという問題があ

る3。 

⑵ 民営化 
 民営化とは行政が経営する企業や特殊法人の事業主体を民間事業者へ移行するものであ

る。行政の事業コストを大幅に削減できる点や、民間事業者による経営の自由度が向上す

ることから多様な事業や質の高いサービスが展開されやすいという利点がある。一方、収

益性が重視される結果、サービスの質が低下する恐れがある。また、民間事業者が事業主

体となるため当該事業に対する行政のコントロールが及ばないという欠点もある。 

 以上のように行政が提供していた社会資本について、民間事業者と協力して維持整備を

行う場合に複数の手法が挙げられるが、本稿では収益性の観点から以下 2 つに分類する。 

 まず、収益性が認められる社会資本については、収益が民間事業者へのインセンティブ

 
2 野田(2003)を参考。 
3 株式会社帝国データバンク（2019）「人手不足に対する企業の動向調査」によると、9606社のうち正社員不足を感じ

る民間事業者は 48.5%とのことであった。そのため、民間事業者についても人手不足が言え、その面でも外部委託方式

には課題がある。 
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として機能するため、サービスの質や継続性について一定の保証があると考えられる。従

って、このような社会資本については民営化等の手法の導入が考えられる。一方で、市場

競争等の影響によりサービスの質が低下する恐れがあるため、モニタリングを実施する等

の行政の介入が必要となる。また、景気などの動向を受けて収益性が突発的に低下した場

合は、民間事業者のインセンティブが弱まるため、それに対処する仕組みが必要となる。 

収益性が認められない社会資本については、引き続き行政がサービスを提供し続けるこ

とが妥当だろう。 

 以上より、社会資本のサービス提供においては、質の維持や継続性、コスト削減といっ

た観点が存在し、行政の財政難や人手不足といった課題を踏まえると、従来方式では対応

できない社会資本も数多く存在する。そのような社会資本に対して、民間事業者の活力を

適用するための制度が PFI(Private Finance Initiative)である。以下では PFIの概要や課

題について論じる。 
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第 2 節 PFI について 

第 1 項 PFI の概要 
⑴ PFI とは 
PFI とは、安価で優れた公共サービスを提供するため、民間事業者の資金やノウハウを

活用して、公共施設を建設・運営する手法である。1996年 10月に、財政制度審議会(1996)

「財政制度審議会財政構造改革特別部会海外調査報告」の中で紹介され、以降国内で活発

な検討が行われた。その結果、1999 年 7 月に PFI 法が成立し、庁舎や病院を始めとした

様々な社会資本で PFI が実施された。 

 PFI の効果として、低廉かつ良質な公共サービスの提供が挙げられる。さらに、民間事

業者の経営ノウハウや技術的能力を活用し、建設から運営を一体的に行う事で、事業コス

トの削減が期待される。実際、岸(2013)は 2013 年時点での累計事業費 4 兆 1199 億円は、

従来方式と比較して 7826億円の費用削減があることを示した。 

⑵ PFI の構造 
以下が PFI の基本構造である(図 3)。従来型の公共事業と比較すると、①行政の契約相

手、②金融機関の関与の仕方、③業務の発注方法の 3点が異なる。 
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図 3 PFI の基本構造 

 
(内閣府 HPより筆者作成) 

①行政の契約相手 
 PFI はその業務が広範であり、単独民間事業者での対応が困難であるため大半の事業に

おいて異業種の民間事業者による企業連合体を形成し事業に応募する。また、行政とは特

別目的会社4を設立して契約を締結するケースが一般的である。SPC を形成する理由として、

PFI の実施にあたり構成される民間事業者の経営状況悪化等の影響を排除することが挙げ

られる。 

②金融機関の関与の仕方 
従来方式と比較して PFI 施設の建設資金は、民間事業者自らの出資・融資を除くと、自

治体の支払いを償還原資として金融機関からの融資で賄われるのが一般的である。事業が

途中で中止になると、金融機関は融資を回収することが極めて困難になる。そのため、金

融機関は融資の際、事業の安定性やリスクへの対処方法の的確性を慎重に吟味するととも

に、事業の運営段階では、融資債権保全のため PFI 事業者等の経営環境や財務内容を常に

監視する。自治体と金融機関はサービス内容や民間事業者に関する情報を交換し、危険な

事態が見込まれる場合等には両者が協調して対処することになる。このように PFI では、

金融機関が相応のリスクを負い事業に関与する。 

③業務の発注方法 
 従来型の公共事業とは異なり、PFI では当該業務の発注を行政ではなく PFI 事業者が行

う。実際の作業は SPC が協力民間事業者に個別に委託するのが一般的である。行政は業務

を一括して SPC に委ねるが、設計や施行、運営等の実際の作業は SPC が個別に協力民間事

業者に委託するのが通例であり、SPC の主な役割は協力民間事業者への発注管理を一元的

に行うことである。従って、具体的な作業やその管理業務において民間事業者のノウハウ

が導入される。 

 
4 以下 SPC(Special Purpose Company)とする。 
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⑶ PFI の実施過程 
民間事業者との契約に至るまでは、行政が主導して事業毎に制度設計を行う。PFI 実施

までの流れは以下の通りである(図 4)。まず行政は、PFI を行う事業を選定する。次に、事

業方式、採算方式、契約年数等を踏まえ適切な PFI 手法を決定する。その後、公募・選定

を経て、行政と民間事業者との契約が成立する。なお、実施過程において民間事業者の意

見を取り入れる取り組みが行われている。5以下、順に説明する。 

① 事業の選定 
事業の選定においては、対象となる事業分野と事業規模が重要である。事業分野には、

建設・整備に重点を置く箱物系事業と維持管理・運営を通したサービスの安定的・効率的

な提供に重点を置くサービス系事業がある。それぞれの事業の性質により、民間事業者に

求められる観点は異なり、前者では単純な価格競争、後者では提案におけるサービスの価

値である6。PFI に選定された事業の割合をみると箱物系事業は 59.0%であるのに対し、サ

ービス系事業は 32.6%である7。日本ではこれまで箱物系事業が大部分を占めていたが、近

年はサービス系事業が選定されるケースが増加傾向にある。事業規模について、事業の大

小によって民間事業者の規模が決まるため、制度設計上考慮せざるを得ない観点となる。

こうした事業の選定時には、まず PFI による総事業費の削減割合である VFM(Value For 

Money)8が参考にされる9。 

  

 
5
 対象事業選定前のマーケットサウンディングや公募開始後の説明会、行政と民間事業者での質疑応答及び質問と回答

の情報公開などが該当する 
6 大阪大学(2007)「PFIにおける VFMに関する調査報告書」より 
7 PFI年鑑(2020)より 
8 内閣府によると VFMの算定は以下の計算式で行われる。 

VFM(％)=(従来の公共事業の LCC-PFIの LCC)/従来の公共事業の LCC×100 

＊LCC(Life Cycle Cost)とは事業において、計画から、施設の設計、建設、維持管理、運営、修繕、事業終了までの事

業全体にわたり必要なコストのこと 
9計画時 VFM は行政が当該社会資本における PFI の導入可能性を精査するために算出される VFM の事であり、契約時 VFM

は民間事業者が選定された後、具体的な事業計画を考慮して算出される VFM の事である。 
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図 4 PFI 実施までの流れ 

 
(筆者作成) 

② PFI 手法の選定 
事業方式 

 PFI の事業方式は、所有権の移転やその事業内容等によって、BOT 方式や BTO 方式、BOO

方式等、数種類に分類される。本稿では日本で主要な手法である BOT 方式と BTO 方式に着

目する(図 5)。BOT方式は民間事業者が自ら資金調達を行って施設等を建設し、事業期間に

わたりその施設を維持・管理及び運営し、事業終了後に公共施設等の管理者等に施設所有

権を移転する事業方式である。BTO 方式は民間事業者が施設等を建設し、施設完成直後に

公共施設等の管理者等に所有権を移転し、民間事業者が維持・管理及び運営を行う事業方

式である。両者の間では固定資産税等の税金や民間事業者の事業裁量が異なる。 
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図 5 事業方式割合 

      
(PFI 年鑑 2020 版より筆者作成） 

 

図 6 BTO 方式と BOT方式の違い 

 
(全国地域 PFI 協会 HP より筆者作成) 

採算方式 

 民間事業者の収益源である、行政が支払うサービス購入料と利用者が支払う利用料の観

点から、以下の 3 つの採算方式に分類される(図 7)。 

Ⅰサービス購入型 

PFI事業者による公共サービスの対価として行政がサービス購入料を支払い、それが民

間事業者の収益となる。 

Ⅱ独立採算型 

行政からのサービス購入料の支払いはなく、提供する公共サービスを利用する者から徴

収する利用料が収益となる。 

Ⅲ混合型 

サービス購入型と独立採算型の混合型である。 
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図 7 採算方式 

 
(三井住友トラスト研究所より筆者作成) 

事業期間 

民間事業者が事業を行う期間である。内閣府によると、先行事例の事業期間は 7 年から

30 年程度であり、それより長期に及ぶ場合もある。長期間事業を実施することで業務の効

率化等が促進され、より安定した公共サービスの提供が実現できる。一方で長期になるほ

ど不確定リスクも大きくなるため、官民で対話を重ね、適切な事業期間を設定することが

重要である。 

③ 民間事業者の選定 
民間事業者の選定には入札という手段が採られる。その方式には、総合評価型一般競争

入札と公募型プロポーザルがある。前者は予定価格内であることを前提に価格以外の評価

を行い、後者は予め行政が提示した評価基準に沿って民間事業者を選定する。これらの入

札方式によって価格の安さを理由に劣悪な民間事業者が選定される事態を防いでいる。10 

PFI は対象ごとに事業規模や民間事業者に要求される水準は異なるため、官民のマッチ

ングが重要である。そのため、PFI 実施に至るまでに行政と民間事業者は随所で関わる。

具体的には、PFI 公示前に行政は民間事業者の意向を調査する。これは当該事業の実施を

決定した後に民間事業者が集まるかを明確にすることが目的であり、必要に応じて民間の

コンサルティングファーム等と契約を締結し、彼らが当該調査業務を行う。公示後は、行

政は当該事業に興味を抱いた民間事業者からの応募や問い合わせに対応する。問い合わせ

内容は他の民間事業者も参考にできるようホームページ等で公開する。また、民間事業者

に対して個別に働きかけを行う場合もある(図 8)。 

  

 
10  民間事業者の選定前に行政が提示する要求水準書も同様の狙いがある。 
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図 8 PFI における行政と民間事業者の関係 

(筆者作成) 
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⑷ 成功事例 

 御殿場市・小山町広域行政組合は PFI を活用したごみ焼却施設整備・運営によって財政

負担の削減とサービスの付加価値向上を実現した(図 9)。同組合にヒアリングを行ったと

ころ、「ゴミ焼却施設の整備運営において民間活用を行う際、施設を行政の管理権が及ぶ

範囲に留めるためには PFI でなければならない」との回答を得た11。 

図 9 御殿場市小山町広域行政組合「ごみ焼却施設整備及び運営事業」 

 
（内閣府 PPP/PFI 事例集、御殿場市・小山町広域行政組合 HP より筆者作成） 

 

⑸ 政府の取り組み 

政府は PFI を推進するため様々な取り組みを実施している。2016 年からは全体的な方

針を定めるものとして毎年「PPP/PFI 推進アクションプラン」を策定している。また、財

政的な補助として、特定方式の PFI に対して固定資産税等を非課税にする税制上の特例措

置や、民間事業者への国庫補助金の支給もされている。 

上述の施策を受け、PFI実施件数は増加傾向にある12。内閣府(2020)によると、2019年度

末までに実施された累計 PFI 事業数は 818 件に達した。また、2019 年度に実施方針を公表

した PFI 事業数は 77件と過去最多となった(図 10)。 

  

 
11 2021年 11月 10日実施 
12 2010年度にかけての減少は、2008年 9月のリーマン・ショックの影響を受けていると考えられる。 
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図 10 事業数の推移 

 
(内閣府資料(2020)より筆者作成) 
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第 2 項 PFI の課題 
⑴ 入札参加グループ数の減少傾向 
一方で、PFI1 件あたりの入札参加グループ数は減少傾向にある(図 11)。 

 

図 11 PFI 事業 1件あたりの入札参加グループ数の推移 

 
 

(PFI 年鑑(2020)より筆者作成) 

こうした状況下では入札における民間事業者間の競争が弱くなり、PFI の目的である

VFMの向上や提案サービスの質に悪影響を与えることが考えられる。実際に、VFMの向上

に競争原理が働くことは先行研究でも示されており、金子・岡田(2004)や野田(2004)によ

って、日本の PFI における VFM は競争原理に影響を受ける事が示唆された。また、下野・

前野(2010)は、VFM は競争によって発生していることを実証した。 

実際に、我々が保有しているデータから入札参加グループ数と VFM 変化率13の相関関係

は、0.381244 であり、両者に正の相関が存在している(図 12)。 

  

 
13 VFM変化率＝契約時 VFM/計画時 VFM 
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図 12 入札参加グループ数と VFM 変化率の相関図 

 
(PFI 年鑑(2020)より筆者作成) 

 

また、2010 年に庁舎整備事業を実施した岩手県紫波町に対してヒアリングを実施したと

ころ14、「応募時において、民間事業者間の競争が、VFM 向上は勿論サービス内容の質向上

にも作用すると考えられる」との回答を得た。 

⑵ 入札参加グループ数が減少する要因 
入札参加グループ数を増やすにあたり、民間事業者の PFI への応募を阻害する要素につ

いて PFIの主体別に考察した(表 2)。その中で行政が操作できる要素は PFIの制度設計のみ

である15。なぜなら、行政には PFIの制度設計の知識が十分に蓄積されているとは言えず、

現行の制度設計の根拠は定性的なものが主であるため改善の余地が見込めるからだ。現状、

内閣府が提供する事例集や日本 PPP/PFI 協会や各自治体が主催する勉強会等で PFI のノウ

ハウを共有する試みがなされているものの参加グループ数は減少傾向にある。従って、本

稿では競争原理を働かせるため行政が改善できる対象として PFI の事業設計に焦点を当て

る。定量的根拠に基づいた制度設計の知識集積の取り組みは実施されておらず、統計的ア

プローチを用いて論じることには社会的意義がある。  

 
14 2021年 10月 22日に実施。 
15 民間事業者に事業自体が周知されていないという観点も考えられるが、既に多くの自治体で説明会や意見交換会が開

催されているため、本稿では除いた。 
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表 2 民間事業者の応募阻害要因 

行政 事業設計が民間事業者にとって魅力的ではない場合 

民間事業者 自社の事業分野と合致していない場合、経営状況が厳しい場合 

その他 金融機関の融資基準を満たさない場合、不景気の場合 

(筆者作成) 

第 3 節 問題意識 
社会資本は生活に不可欠であり、その維持管理は行政の責務だが、上述の通り行政単独

では限界がある。そこで PFIに着目した。しかし、PFIは 1件あたりの入札参加グループ数

が減少傾向にあり、競争原理が働かない恐れがある。民間事業者が応募を見送る複数の要

因のうち行政が介入すべきものとして「PFI の事業設計」を選択した。今後、社会資本を

適切かつ効率的に整備するためには、適切な制度設計を行うことで競争原理を働かせ VFM

と PFI の質向上に取り組む必要があるが、現状では十分かつ根拠に基づいた制度設計が成

されているとは言いがたい。本稿では「現状の制度設計では競争原理が働かず効果的な

PFI を実現できないこと」を問題意識とする。また、入札参加グループ数の増加が PFI の

効果を示す VFM に有意に働くかを検証した上で、「多くの民間事業者が PFI に参入する為

に行政はどのように PFI に取り組めば良いかを明らかにする」という目的に沿い研究を行

う。そして、「官民一体で、社会資本の適切な維持・整備を実現すること」を本稿のビジ

ョンとする。  



ISFJ2021 最終論文 
 

22 

 

第 2 章 先行研究および本稿の位

置づけ 

第 1 節 先行研究 
PFI の制度設計と民間事業者の関係について理論的に研究した論文はいくつか存在する。

赤井(2002)は、PFI の考察に必要な経済理論について整理し、PFI における民間事業者のモ

ラルハザード問題について言及した。Hart(2003)と Bennett・lossa(2006)は PFI における

具体的な制度設計について理論的に分析した。Hart は政府が建設と運営を一体として委託

する官民連携事業と、両者を別の民間事業者に委託する官民連携事業を比較し、どのよう

な PFI 方式が望ましいかを考察した。Bennett and lossa(2006)は Hart(2003)のモデルを拡

張し、社会的余剰の最適化の観点から最適な事業方式について考察した。一方、岡本ほか

(2003)は日本の PFI の形式が民間事業者のインセンティブに与える影響を理論的側面から

研究し、行政の財政負担の削減という観点においては BOT 方式が優れている一方、民間事

業者によって社会的便益を低下させる事業投資が行われる懸念について言及した。また、

金子・清水(2003)は英仏の PFI 動向調査を通じ、民間事業者の選定段階における競争の有

効性について指摘している。 

一方、日本国内における統計手法を用いた PFI に関する実証研究の多くが、PFI による

行政の財政負担の削減効果を明らかにするため VFM に着目している。下野・前野(2010)は

PFI における諸要因が VFM に与える影響について計量分析を用いて実証した。要藤ほか

(2017)は下野らの研究を発展させ、PFI において最適な事業分野と事業方式の組み合わせ

について実証分析を行った。その結果、箱物系の事業分野においては BTO 方式がサービス

系の事業分野については BOT 方式の方が VFM を高めることが明らかとなった。要藤ほか

(2017)を参考に同様の分析結果を得た上野(2019)は、民間事業者の提供するサービス水準

が利用者需要に大きく影響を与える事業において、所有と運営が一体となる BOT 方式の方

が付帯事業の実施がされやすいと考察している。このように VFM に関する実証研究の蓄積

が進む一方で、日本において PFI の制度設計が民間事業者に与える影響について実際のデ

ータを用い実証した研究は極めて少なく、筆者の知る限り福田ほか(2021)を除いて存在し

ない。福田ほか(2021)は 2018 年までの PFI のデータを用いて、①BOT 方式と BTO 方式の違

い②民間事業者に支払われる基本報酬と負の相関を持つ計画時 VFMの 2点が、PFIに参入し

た民間事業者の数や質に与える影響について検証した。結果、BOT 方式、BTO 方式ともに入

札参加グループ数に正の影響を与え、また計画時 VFM が高い程選定される民間事業者の質

が低下する事を指摘した。 

 

第 2 節 本稿の位置づけ 
先述の通り、日本国内における実証研究の多くが VFM の観点に即した研究である。この

背景には、日本において PFI の実施/推進にあたって「行政の財政負担削減」の観点が強く

意識されてきたことが考えられる。そのため、PFI に参加する民間事業者の便益を含めた

考慮が十分に為されていない。そこで本稿では今後、国内での更なる推進が期待されてい

る PFI をより効果的なものにするため、民間事業者の観点から PFI の制度設計について実
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証的に検証・考察する。 

福田ほか(2021)の限界として、PFI の対象となる社会資本の事業分野の違いや、事業規

模の違いを考慮していない事が挙げられる。第 1 章でも述べたように近年、建設段階のみ

ならず運営段階に重点を置いた社会資本において民間事業者のノウハウを最大限活用した

PFI の実施が期待されており、建設に重点を置く箱物系の社会資本、運営に重きをサービ

ス系の社会資本の双方において最適な PFI の制度設計、考慮すべき観点には違いがあると

考えられる。また、様々な社会資本を対象として実施されている PFI では対象となる社会

資本の規模に応じて、参入する民間事業者の性質・規模にも違いが存在すると考えられる。

そのため、社会資本の性質や事業自体の規模を考慮した分析を行う事で、現実に即した

PFI の制度設計についての示唆を得る事ができる。これらを踏まえ、本稿の研究目的であ

る多くの民間事業者が PFI に参入する為に行政はどのように PFI に取り組めば良いかを明

らかにするため、社会資本の分野や規模の大きさを考慮した上で PFI における制度設計が

入札参加グループ数に与える影響について分析する。 

 以上より本稿の新規性は、社会資本ごとの違いを考慮し分析を行った点、さらに福田

(2021)よりも最新のデータを用いて分析した点にある。分析結果を踏まえ、民間事業者の

視点を踏まえた効果的な PFIの実施について考察する。  
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第 3 章 理論・分析 

第 1 節 分析の目的と流れ 
本章では、本稿の現状分析と問題意識に鑑み、「多くの民間事業者が PFI に参入する為

に行政はどのように PFI に取り組めば良いか」を明らかにするため分析を行う。本稿では、

より効果的な PFI を実施するため入札参加グループ数を増加させる事に着目した。まず予

備分析として PFI の入札参加グループ数が行政の財政負担削減に与える影響について分析

する。その後、PFI の制度設計が入札参加グループ数に与える影響を定量的に分析する。 

 

第 2 節 予備分析：入札参加グループ数と VFM

の関係 
本節では、PFI における入札参加グループ数が VFM に与える影響について分析する。本

予備分析は、本稿で入札参加グループ数を高める制度設計を検討するにあたり、入札参加

グループ数を高める意義を、本稿で用いるデータにより再確認する意味をもつ。以下では、

現状分析や下野・前野(2010)らを始めとした先行研究より、入札参加グループ数が多い事

で競争が働き VFMが上昇する事が示唆されているものの、最新のデータを用いても、PFIに

おける競争原理について同様の結果が得られるのかを重回帰分析を行い実証的に検証する。 

第 1 項 分析の枠組みとデータ 
 本節では、最新のデータを用いた重回帰分析により入札参加グループ数と VFM の関係に

ついて分析する。 

本分析の対象となる PFI は、全 PFI(計 878 件)のうち 2020 年 3 月までに実施方針が公表

された PFI を分析対象とする。PFI の基本情報に関するデータは、日本 PFI・PPP 協会が出

版している「PFI 年鑑 2020 年版」および各行政主体がホームページで公表している情報か

ら収集し、各年度のクロスセッションデータを全ての年度分プーリングしたデータを用い

る。「PFI 年鑑 2020 年版」には各 PFI に、事業名、事業分野、事業方式、事業期間、採算

方式のほか、契約金額、計画時 VFM、契約時 VFM などのデータが事業ごとに掲載されてい

る16。 

第 2 項 分析モデル 
 モデル式及び変数の選択は、先行研究の中で VFM について推定を行った下野・前野

(2010)、要籐ほか(2017)を参考にする。モデル式は以下の通りである 

 
16 しかし、事業によっては VFM 等のデータが記載されていない場合がある。そこで、データの制約、本稿の目的意識に

照らして、中止となった PFI、分析に必要な情報の中で非公表の項目がある事業については、分析対象としない事とし

ている。 
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モデル式 

𝒀𝒊 = 𝜶＋𝜷𝟏𝑿𝟏𝒊＋𝜷𝟐𝒍𝒏𝑿𝟐𝒊＋𝜷𝟑𝑿𝟑𝒊＋𝜷𝟒𝑿𝟒𝒊＋∑𝜸𝒏

𝟐

𝒏=𝟏

𝑫𝒏𝒊＋𝜺𝒊 

i=1-367,n=1-2 

 

変数は以下の様に定義する。被説明変数である𝑌𝑖は VFM変化率(
契約時𝑉𝐹𝑀

計画時𝑉𝐹𝑀
)17を表す。説明

変数として、それぞれ𝑋1𝑖は入札参加グループ数 、𝑋2𝑖は推定契約金額、𝑋3𝑖は事業期間、

𝑋4𝑖:事業期間の 2 乗、𝐷1𝑖:BTO ダミー、𝐷2𝑖:BOTダミーを表す。また𝛼は定数項、𝜀𝑖は誤差項

を表す。 

第 3 項 検証仮説 
 以下の仮説を検証する。 

「入札参加グループ数が多い程、PFI 事業における VFMに正の影響を与える。」 

 PFI に応募する民間事業者数が多い程、選定にあたって競争原理が働き、VFM が高まると

考える。ここで VFMは主にコスト削減によって高まると期待される。 

第 4 項 変数選択 

 被説明変数として、VFM 変化率を採用する。説明変数には仮説に対応する入札参加グル

ープ数、該当の PFI 自体の特徴をコントロールするものとして先行研究を参考に、推定契

約金額、入札参加グループ数、事業期間、事業形式(BTO、BOT)ダミーを採用する。各変数

については以下で詳述する。 

① 被説明変数 
被説明変数として VFM変化率を採用する。ここで、VFM変化率とは計画時 VFMに対する契

約時 VFM の変化率として定義する。計画時 VFM は選定された民間事業者の提案が反映され

ていない。一方、契約時 VFM は選定された民間事業者の提案がされた後に算出される VFM

である。そのため、VFM 変化率は行政が計画したものに民間事業者の専門的な観点が加わ

った度合いを示す。よって、VFM 変化率は行政が当初計画したものに民間事業者の専門性

がどれだけ貢献したのかという観点から PFI による財政負担削減の効果を示す代理変数と

なる。 

𝑉𝐹𝑀変化率＝
契約時𝑉𝐹𝑀

計画時𝑉𝐹𝑀
 

  

 
17 計画時 VFMは行政が当該社会資本における PFIの導入可能性を精査するために算出される VFMの事であり、契約時

VFMは民間事業者が選定された後、具体的な事業計画を考慮して算出される VFMの事である。 
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② 説明変数 
 入札参加グループ数 

 仮説に対応する変数であり PFI に応募した入札参加グループの数を表す。多数の民間事

業者が応募した結果、競合の際に提案の質が向上すると考える。予想される符号は正であ

る。 

 推定契約金額 

 PFI が締結された際の行政と民間事業者の推定契約金額を表す。それぞれの PFI の規模

を考慮するため採用した。 

 事業期間 

 PFI の期間の長さを表す。事業期間の長さが運営・管理コストの削減に与える影響を考

慮して採用した。 

 事業期間の 2 乗 

 PFI の期間の長さを表す。事業期間の長さが VFM に与える効果は必ずしも線形で表せな

いと判断し採用した。 

 事業方式ダミー 

 所有権移転の時期の違い着目した PFIの形式を表す。BTO方式を 1、それ以外の方式を全

て 0 とする「BTO ダミー」と BOT 方式を 1、それ以外の方式を全て 0 とする「BOT ダミー」

の 2 つのダミー変数が該当する。事業方式ごとに PFI 実施における民間事業者の役割に違

いがあることを考慮して採用した。 

 

各変数の出所、基本統計量は以下の通りである。 
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表 3 変数の出所 

 
（筆者作成） 

 

表 4 基本統計量(予備分析) 

 
(筆者作成)  

　特定非営利活動法人 日本PFI・PPP協会「PFI年鑑2020年版」

入札参加グループ数 グループ

契約金額 百万円
PFI事業別「事業契約書」

政令指定都市ダミー ダミー

大学ダミー ダミー

年ダミー ダミー

国ダミー ダミー

県ダミー ダミー

BTOダミー ダミー

サービス購入型ダミー ダミー

BOTダミー ダミー

計画時VFM 割合（100％＝1）

契約時VFM 割合（100％＝1）

変数名 単位

同上

同上

同上

出典

事業期間 年

同上

同上

同上

PFI事業別「落札者決定資料」

　特定非営利活動法人 日本PFI・PPP協会「PFI年鑑2020年版」

　特定非営利活動法人 日本PFI・PPP協会「PFI年鑑2020年版」

同上

同上

同上

同上
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第 5 項 推定結果 
 推定結果は以下の通りである。推定にあたってはロバストな標準誤差を用いた。 

 

表 5 入札参加グループ数と VFM の関係 

 
(筆者作成) 

第 6 項 結果の解釈 
 入札参加グループ数が正に有意な結果となり、仮説「入札参加グループ数が多い程、

PFI における VFM に正の影響を与える。」が支持された。結果、入札参加グループ数が増

えると VFM 変化率が増加することが明らかとなった。従って民間事業者同士で競争が働き

提案の質が向上することで、VFM の向上に正の影響を与えていると考察できる。 
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・ その他の変数 

 その他の変数について有意な結果は得られなかった。 

 

第 3 節 定量分析：PFI の制度設計が入札参加

グループ数に与える影響 
本節では、PFI の制度設計が入札参加グループ数に与える影響を定量的に分析する。PFI

の制度設計が民間事業者の参入に与える影響を明らかにすることで、政策の方向性の示唆

を得る。 

第 1 項 分析の枠組みとデータ 
⑴ 分析の枠組み 
重回帰分析を用いて、PFI の制度設計が入札参加グループ数に与える影響について分析

する。PFI における民間事業者の行動について定量的に分析した福田ほか(2021)では、PFI

の対象となる社会資本の違いを考慮していない。本稿では、PFI における社会資本の違い

を考慮するため①全て社会資本データを用いた分析②社会資本の事業分野のごとに分類し

たデータを用いた分析③社会資本の事業分野と事業規模ごとに分類したデータを用いた分

析を行う。 

⑵ 各分析における対象データ 
予備分析と同様、本分析の対象となる PFI は、全 PFI(計 878 件)のうち 2000 年以降に入

札公示がなされた事業で、2021 年 8 月末までに受注者が決定した事業を分析対象とする。

データについては、PFI の基本情報については、日本 PFI・PPP 協会が出版している「PFI

年鑑 2020年版」および各行政主体がホームページで公表している情報から収集し、各年度

のクロスセッションデータを全年度分プーリングしたデータをそれぞれの分析に応じ作成

した18。以下では、いくつかの分析を行う。 

① 全ての社会資本を含むデータを用いた分析 
 分析に必要な全ての変数が獲得できた全ての社会資本を母集団として分析する。PFI に

おける全体について考察できる一方、限界として社会資本ごとの差異を考慮できないこと

が挙げられる。 

② 社会資本を事業分野の違いから分類したデータを用いた分析 
「PFI 年鑑」で用いられている分類を参考に、全事業を箱物系事業とサービス系事業そ

の他の事業に分類した。その後、①のデータセットから箱物系事業・サービス系事業のそ

れぞれを母集団としたデータセットを作成した。各事業内容と事業分野、標本数について

は以下の通りである(表 6)。 

③ 社会資本の事業分野と事業規模ごとに分類したデータを用いた分析 
PFI の対象となる社会資本は事業分野のみならず、事業の種類ごとにその規模が様々で

あり、その規模に応じて参入する民間事業者も異なると考えられる。そこで、事業種類ご

とに「事業規模(契約金額)」の平均値を算出した。そして、「平均契約金額が 100 億円を

 
18 なお、途中で中止となった PFI、分析に必要な情報の中で非公表の項目がある事業については、分析対象としない事

とした。 
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越える箱物系事業」・「平均契約金額が 100 億円を越えるサービス系事業」・「平均契約

金額が 100 億円を下回る箱物系事業」・「平均契約金額が 100 億円を下回るサービス系事

業」のそれぞれに該当する事業内容を対象としたサンプルをプーリングした 4 種類のデー

タを用いて分析を行う。事業内容と平均契約金額については以下の通りである。(表 7) 
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表 6 事業内容と事業分野19 

(筆者作成) 

                                   

 
19 全サンプルは、各事業内容において今まで PFIが実施されてきた総数を表す。分析で用いるサンプルは、その中で分

析の対象となった各事業内容の総数を表す。 

事業内容 事業分野 全サンプル
分析で用い

るサンプル

運転免許センター ハコ 3 3

衛星施設 ハコ 1 1

義務教育施設等整備事業 ハコ 96 74

義務教育施設等空調整備事業 ハコ 34 32

義務教育施設等耐震化事業 ハコ 6 5

教育文化関連施設 ハコ 39 33

社会福祉施設 ハコ 17 11

スポーツ施設 ハコ 37 29

大学・試験研究機関 ハコ 54 48

庁舎 ハコ 47 42

賃貸住宅・宿舎 ハコ 165 103

図書館 ハコ 2 2

美術館・博物館等 ハコ 10 5

道の駅 ハコ 7 4

卸売市場 サービス 2 1

火葬場 サービス 19 18

観光施設 サービス 13 4

給食センター サービス 76 69

ゴミ処理施設の余熱利用施設 サービス 12 12

産業育成支援施設 サービス 4 4

社会復帰促進施設 サービス 4 4

浄化水槽等事業 サービス 24 17

上水道 サービス 34 21

駐車場 サービス 16 9

通信施設 サービス 4 4

電線共同溝 サービス 5 5

道路 サービス 1 0

廃棄物処理施設 サービス 37 30

発電・エネルギー施設等 サービス 11 7

病院 サービス 15 13

ESCO サービス 9 8

温浴施設 その他 4 2

空港 その他 17 2

港湾施設 その他 10 2

再開発事業 その他 19 14

都市公園 その他 15 10

MICE その他 6 4

その他 その他 3 1

計 878 653
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表 7 事業内容と平均契約金額の降順 

 (筆者作成) 

事業内容 事業分野 全サンプル 平均契約金額

道路 サービス 1 137700

病院 サービス 15 99270

通信 サービス 4 62034

空港 その他 17 58523

社会復帰促進施設 サービス 4 49061

衛星施設 ハコ 1 29280

その他 その他 3 23600

廃棄物処理 サービス 37 22600

庁舎 ハコ 47 16885

卸売市場 サービス 2 16838

MICE その他 6 16470

発電・エネルギー施設等 サービス 11 12672

上水道 サービス 34 10750

大学・試験研究機関 ハコ 54 10619

都市公園 その他 15 10520

スポーツ施設 ハコ 37 9919

運転免許センター ハコ 3 9848

産業育成支援施設 サービス 4 8978

ゴミ処理施設の余熱利用施設 サービス 12 8886

再開発事業 その他 19 7974

港湾施設 その他 10 7852

美術館・博物館等 ハコ 10 7287

図書館 ハコ 2 7115

給食センター サービス 76 7094

教育文化関連施設 ハコ 39 6923

火葬場 サービス 19 6844

義務教育施設等整備事業 ハコ 96 5722

観光施設 サービス 13 4325

賃貸住宅・宿舎 ハコ 165 3859

義務教育施設等空調整備事業 ハコ 34 3226

義務教育施設等耐震化事業 ハコ 6 2856

社会福祉施設 ハコ 17 2004

電線共同溝 サービス 5 1636

浄化水槽等事業 サービス 24 1445

温浴施設 その他 4 1319

駐車場 　サービス 16 1088

道の駅 ハコ 7 915

ESCO サービス 9 357
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第 2 項 分析モデル 
 本節では、PFI における制度設計が入札参加グループ数に与える影響を明らかにするた

め重回帰分析を行う。分析モデル及び変数は以下の通りである。 

モデル式 

𝑌𝑖 = 𝛼＋𝛽1𝑋1𝑖＋𝛽2𝑙𝑛𝑋2𝑖＋𝛽3𝑋3𝑖＋𝛽4𝑋4𝑖＋∑𝜸𝒏

𝟓

𝒏=𝟏

𝑫𝒏𝒊＋𝜀𝑖 

{i=1～(サンプルの総数),n=1～5} 

 

変数は以下の様に定義する。被説明変数である𝑌𝑖は入札参加グループ数を表す。説明変

数として、𝑋1𝑖は計画時 VFM、𝑋2𝑖は推定契約金額、𝑋3𝑖は事業期間、𝑋4𝑖は事業期間の 2 乗、

𝐷1𝑖は BTO ダミー、𝐷2𝑖は BOT ダミー、𝐷3𝑖はサービス購入型ダミー、𝐷4𝑖は年ダミー、𝐷5𝑖は

発注主体別ダミーを表す。𝛼は定数項、𝜀𝑖は誤差項を表す。 

第 3 項 検証仮説 
以下の仮説を検証する。 

「行政の定める PFIの制度設計は入札参加グループ数に影響を与える。」 

 現状分析で述べた PFI 実施の流れに沿って、①計画時 VFM②事業期間③事業方式(BTO、

BOT)④採算方式が民間事業者に与える影響を考察する。 

 仮説 A:計画時 VFM は入札参加グループ数に負の影響を与える。 

 計画時 VFM が高いことは、少ない費用で事業の実施が求められることを意味する。従っ

て民間事業者がそれを負担に感じ、応募を躊躇すると考えられる。予想される符号は負で

ある。 

 仮説 B:事業期間は入札参加グループ数に影響を与える。 

 事業期間が長い程、PFI において民間事業者が被る不確実性リスクは高まると考えられ

る。一方で、運営におけるノウハウを蓄積するためには一定の期間が必要だと考えられ、

必ずしも入札参加グループ数に与える影響は線形ではないと考える。 

 仮説 C:BTO方式は入札参加グループ数に正の影響を与える 

BOT 方式の場合、民間事業者が施設を所有するにあたり税の負担、所有上のリスクを強

いられる。そのため、BTO 方式の方が民間事業者参入する際の障壁は低く、特に施設の建

設に重点が置かれている箱物系事業においてその影響が強く働くと考えられる。予想され

る符号は正である。 

仮説 D:サービス購入型は入札参加グループ数に正の影響を与える。 

 民間事業者の収益が、一部ないしは全部分を利用者収入に依存する独立採算型・混合型

と異なり、サービス購入型であれば原則として行政から定められた報酬が得られ、安定し

て収益を得る事ができる。予想される符号は正である。 
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第 4 項 変数の選択 
 被説明変数には各 PFI の入札参加グループ数を採用する。説明変数には PFI の制度設計

に関する変数と、対象となる社会資本の規模やその他の要因をコントロールするための変

数を用いる。各変数について以下で詳述する。 

 

① 被説明変数 
入札参加グループ数を採用する。 

 

② 説明変数 
 計画時 VFM 

PFIを実施した場合の財政負担が削減の見込みを表す。行政による PFIの評価が民間事

業者の応募に与える影響を分析するため採用した。 

 事業期間 

 PFIの事業期間の長さを表す。 

 事業期間の 2 乗項 

 PFI の事業期間を 2 乗した変数である。事業期間が入札参加グループ数に与える影響は

必ずしも線形ではないと判断し、採用した。 

 事業方式ダミー 

所有権移転の時期の違い着目した PFI の事業形式を表す。BTO 方式を 1、それ以外の方式

を全て 0 とする「BTO ダミー」と、BOT 方式を 1、それ以外の方式を全て 0 とする「BOT ダ

ミー」の 2つのダミー変数が該当する。ベースカテゴリーはその他の事業方式とする。 

 サービス購入型ダミー 

PFIにおける民間事業者の収益構造を表す。サービス購入型の時 1、それ以外の時に 0 と

するダミー変数である。ベースカテゴリーはその他の採算方式とする。 

 年ダミー 

 民間事業者が選定された年に 1、それ以外の年に 0 を取るダミー変数である。景気や金

融環境といったマクロ経済の変化を考慮するため採用した。ベースカテゴリーは 2021年ダ

ミーとする。 

 発注主体別ダミー 

 PFI を発注する主体を表す。具体的には、「国・独立法人ダミー」、「都道府県ダミ

ー」、「政令指定都市ダミー」、「大学ダミー」を取り入れた。発注主体に応じて PFI 実

施における制度上の違い、対象となる社会資本の役割に違いがあることを考慮して採用し

た。ベースカテゴリーは市町村ダミーとする。 

 

基本統計量は以下の通りである。 
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表 8 各変数の基本統計量 

1 全社会資本を対象 

 
(筆者作成) 

 

2 箱物系事業を対象 

 
(筆者作成) 

  

観測数 平均 標準誤差 最小値 最大値

事業期間(年) 653 14.449 6.401 0 30

計画時VFM（％） 653 8.901 6.868 0 60

契約金額（百万円） 653 10515.57 22003.97 1 237231

入札参加グループ数（グループ） 653 2.701 1.848 1 16

BTOダミー 653 0.75 0.433 0 1

BOTダミー 653 0.087 0.283 0 1

サービス購入型ダミー 653 0.884 0.321 0 1

国ダミー 653 0.133 0.34 0 1

県ダミー 653 0.476 0.381 0 1

政令指定都市ダミー 653 0.176 0.363 0 1

大学ダミー 653 0.058 0.234 0 1

観測数 平均 標準誤差 最小値 最大値

事業期間(年) 392 13.378 7.322 0 30

計画時VFM（％） 392 8.683 6.895 0 60

契約金額（百万円） 392 7609.245 12962.79 1 135000

入札参加グループ数（グループ） 392 2.798 1.961 1 16

BTOダミー 392 0.773 0.419 0 1

BOTダミー 392 0.061 0.24 0 1

サービス購入型ダミー 392 0.862 0.345 0 1

国ダミー 392 0.163 0.37 0 1

県ダミー 392 0.199 0.4 0 1

政令指定都市ダミー 392 0.122 0.328 0 1

大学ダミー 392 0.097 0.296 0 1
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3 サービス系事業を対象 

 
(筆者作成) 

 

4 事業規模が大きい(平均契約金額が 100億円以上の事業内容)箱物系事業 

 
(筆者作成) 

  

観測数 平均 標準誤差 最小値 最大値

事業期間(年) 226 16 4.028 5 30

計画時VFM（％） 226 9.287 6.873 0 48

契約金額（百万円） 226 16135.3 33123.34 1 237231

入札参加グループ数（グループ） 226 2.615 1.694 1 10

BTOダミー 226 0.695 0.462 0 1

BOTダミー 226 0.142 0.349 0 1

サービス購入型ダミー 226 0.925 0.264 0 1

国ダミー 226 0.084 0.278 0 1

県ダミー 226 0.146 0.354 0 1

政令指定都市ダミー 226 0.19 0.393 0 1

大学ダミー 226 0 0 0 0

観測数 平均 標準誤差 最小値 最大値

事業期間(年) 91 14.44 4.956 4 30

計画時VFM（％） 91 7.917 4.64 0 23.6

契約金額（百万円） 91 14689.61 23956.11 430 135000

入札参加グループ数（グループ） 91 2.791 1.761 1 9

BTOダミー 91 0.791 0.409 0 1

BOTダミー 91 0.066 0.25 0 1

サービス購入型ダミー 91 0.978 0.147 0 1

国ダミー 91 0.33 0.473 0 1

県ダミー 91 0.132 0.34 0 1

政令指定都市ダミー 91 0.055 0.229 0 1

大学ダミー 91 0.396 0.492 0 1
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5 事業規模が小さい(平均契約金額が 100億円以上の事業内容)箱物系事業 

 
(筆者作成) 

 

6 事業規模が大きい(平均契約金額が 100億円以上の事業内容)サービス系事業 

 
(筆者作成) 

  

観測数 平均 標準誤差 最小値 最大値

事業期間(年) 301 13.056 7.878 0 30

計画時VFM（％） 301 8.915 7.435 0 60

契約金額（百万円） 301 5468.668 5199.193 1 31803

入札参加グループ数（グループ） 301 2.801 2.02 1 16

BTOダミー 301 0.767 0.423 0 1

BOTダミー 301 0.06 0.238 0 1

サービス購入型ダミー 301 0.827 0.379 0 1

国ダミー 301 0.113 0.317 0 1

県ダミー 301 0.219 0.414 0 1

政令指定都市ダミー 301 0.143 0.351 0 1

大学ダミー 301 0.007 0.081 0 1

観測数 平均 標準誤差 最小値 最大値

事業期間(年) 80 17.625 4.439 5 30

計画時VFM（％） 80 9.426 5.985 1.1 33

契約金額（百万円） 80 35530.14 49667.07 54 237231

入札参加グループ数（グループ） 80 2.538 1.955 1 10

BTOダミー 80 0.55 0.501 0 1

BOTダミー 80 0.112 0.318 0 1

サービス購入型ダミー 80 0.925 0.265 0 1

国ダミー 80 0.125 0.333 0 1

県ダミー 80 0.225 0.42 0 1

政令指定都市ダミー 80 0.25 0.436 0 1

大学ダミー 80 0 0 0 0
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7 事業規模が小さい(平均契約金額が 100億円以上の事業内容)サービス系事業 

 
(筆者作成) 

第 5 項 推定結果 
分析に応じてデータをプーリングした際、「事業規模が大きい(平均契約金額が 100億円

以上の事業内容)箱物系事業」と「事業規模が大きい(平均契約金額が 100 億円以上の事業

内容)サービス系事業」についてはサンプル数が少なく均一分散の仮定が満たされている

事が考えられる。そこでモデル式が均一分散に従っているかを判断するため BP テスト

(BP：：Breusch and Pagan)を用いてモデルの検定を行った。結果は以下の通りである。 

 

表 9 モデルの検定結果 

 

 
(筆者作成) 

  

BPテストの結果、事業規模の大きな箱物系事業の場合、有意水準 10％でも「帰無仮説：

分散は均一である」は棄却されない事が分かり、分散は均一であると判断した。そこで、

事業規模の大きな箱物系事業を対象とした分析では通常の標準誤差を用い、その他の分析

ではロバストな標準誤差を用いて推定を行う。分析結果は以下の通りである。年ダミーと

発注主体別ダミーを用いた場合と用いなかった場合それぞれについて、対象データごとに

まとめた。 

観測数 平均 標準誤差 最小値 最大値

事業期間(年) 146 15.11 3.49 5 30

計画時VFM（％） 146 9.211 7.333 0 48

契約金額（百万円） 146 5507.986 6102.257 1 57996

入札参加グループ数（グループ） 146 2.658 1.538 1 8

BTOダミー 146 0.774 0.42 0 1

BOTダミー 146 0.158 0.366 0 1

サービス購入型ダミー 146 0.925 0.265 0 1

国ダミー 146 0.062 0.241 0 1

県ダミー 146 0.103 0.305 0 1

政令指定都市ダミー 146 0.158 0.366 0 1

大学ダミー 146 0 0 0 0
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① 全ての社会資本を対象にした分析 

表 10 全社会資本を対象にした分析 

 
(筆者作成) 
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② 社会資本を事業分野の違いで分類したデータを用いた分析 

表 11 事業分野で分類した分析 

 
(筆者作成) 
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③ 社会資本の事業分野と事業規模ごとに分類したデータを用いた分析 

表 12 箱物系事業 

 
(筆者作成) 
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表 13 サービス系事業 

 
(筆者作成) 

第 6 項 結果の解釈 
 コントロール変数として、年ダミーと発注主体別ダミーを用いた推定と用いない推定を

掲載した。全てにおいてダミー変数を用いた推定の方が、決定係数が高くモデルの当ては

まりが良いと考えられる。そのため、政策提言においてはダミー変数を用いた分析結果を

基に考察する。 

① 全ての社会資本を対象にした分析 

 ダミー変数の有無に関わらず、BTO 方式の変数は、正に有意な結果となり仮説 C「BTO 方

式は入札参加グループ数に正の影響を与える」が支持された。ダミー変数を用いた推定の

場合 5％の有意水準で正に有意となり、BTO 方式の場合は、その他の方式に比べ、0.522 社

入札参加グループ数が増える事が分かった。またダミー変数を用いなかった推定の場合、

1%の有意水準で正に有意となり、BTO 方式の場合、その他の方式に比べ、0.728 社入札参加

グループ数が増える事が分かった。 
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⚫ その他の変数 

 その他の変数について、ダミー変数を用いなかった推定において、BOT方式が 1％の有意

水準で正に有意な結果となった。202010 年代以降、BOT 方式が採用される事が減少してお

り、ダミー変数の有無で BOT 方式の結果が変わったのは、そうした年ごとの違いがコント

ロールされたためと考えられる。 

② 社会資本を事業分野のごとに分類したデータを用いた分析 
 サービス系事業においてダミー変数を用いた推定の場合、有意な結果となり仮説 B「事

業期間は入札参加グループ数に影響を与える」が支持された。事業期間と事業期間の 2 乗

項の係数より民間事業者の数が最大となる事業年数を計算した結果、14.42 年が最大値と

なった。これはサービス系事業において、事業期間が短期の場合と長期の場合、それぞれ

において民間事業者にとって不利な要素が存在するからであると考えられる。 

 次に、箱物系事業においてダミー変数の有無に関わらず、正に有意な結果となり仮説 C

「BTO 方式は入札参加グループ数に正の影響を与える」が支持された。ダミー変数を用い

た推定の場合 5％の有意水準で正に有意となり、BTO 方式の場合、その他の方式に比べ、

0.781 社入札参加グループ数が増える事が分かった。ダミー変数を用いなかった推定の場

合、1%の有意水準で正に有意となり、BTO方式の場合、その他の方式に比べ、1.174社入札

参加グループ数が増える事が分かった。一方、運営業務を行うことが中心となるサービス

系事業において有意な結果が得られなかったのは、箱物系事業と比べて BTO 方式における

税負担や所有のリスク上のメリットが強く働かないためと考えられる。 

⚫ その他の変数 

 その他の変数については、ダミー変数を用いない場合、箱物系事業・サービス系事業と

もに BOT 方式が正に有意な結果となった。 

③ 社会資本の事業分野と事業規模ごとに分類したデータを用いた分析 
 事業規模の小さいサービス系事業においてダミー変数の有無に関わらず、負に有意な結

果となり仮説 A「計画時 VFM は入札参加グループに負の影響を与える」が支持された。事

業期間と事業期間の 2 乗項の係数より民間事業者の数が最大となる事業年数を計算した結

果、14.42 年が最大値となった。これはサービス系事業において、事業期間が短期の場合

と長期の場合、それぞれに対応した民間事業者にとって不利な要素が存在するからである

と考えられる。 

次に、事業規模の小さいサービス系事業においてダミー変数を用いた推定の場合、有意

な結果となり仮説 B「事業期間は入札参加グループ数に影響を与える」が支持された。事

業期間と事業期間の 2 乗項の係数より民間事業者の数が最大となる事業年数を計算した結

果、15.09 年が最大値となった。これはサービス系事業において、事業期間が短期の場合

と長期の場合、それぞれにおいて民間事業者にとって不利な要素が存在するからであると

考えられる。 

さらに、事業規模の大きい箱物系事業においてダミー変数の有無に関わらず、正に有意

な結果となり仮説 C「BTO 方式は入札参加グループ数に正の影響を与える」が支持された。

また、事業規模の小さい箱物系事業においてはダミー変数を用いなかった場合正に有意な

結果となり仮説が支持された。事業規模の大きい箱物系事業においてダミー変数を用いた

推定の場合、5％の有意水準で正に有意となり、BTO 方式の場合、その他の方式に比べ、

1.825 社入札参加グループ数が増える事が分かった。またダミー変数を用いない推定の場

 
20 本分析のデータにおいても、BOT方式が採用された PFIの内 8割が 2000年代に実施されたものである。 
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合、1％の有意水準で正に有意となり、BTO 方式の場合、その他の方式に比べ、1.879 社入

札参加グループ数が増える事が分かった。一方、運営が中心のサービス系事業において有

意な結果が得られなかったのは、②社会資本を事業分野ごとに分類したデータを用いた分

析の時と同様、箱物系事業と比べて BTO 方式における税負担や所有のリスク上のメリット

が働かないからだと考えられる。 

⚫ その他の変数 

ダミー変数を用いた場合、事業規模の大きい箱物系事業では BOT 方式が正に有意に、事

業規模の小さいサービス系事業では契約金額の対数値が正に有意な結果となった。ダミー

変数を用いない場合、事業規模に関わらず箱物系事業において BOT 方式が正に有意に、事

規模の大きい箱物系事業では契約金額の対数値が負に有意な結果となった。また、規模の

大きいサービス系事業において計画時 VFMが正に有意な結果となった。 

第 3 節 定性分析 
 第 2 節での定量分析において、①計画時 VFM②事業期間の長さ③BTO 方式の 3つの要素が

PFI における入札参加グループ数に影響を与えることが示された。本節では、定量分析か

らの示唆を基に、どのようにして上記の 3 つの要素が民間事業者の PFI 参入に影響を与え

ているのか、行政へのヒアリングや現行施策よりその解釈を深く考察する。 

第 1 項 計画時 VFM 
定量分析より、「事業規模の小さいサービス系事業で計画時 VFM の高さが入札参加グル

ープ数に負の影響を与えること」が示された。 
これはつまり、高い計画時 VFM が民間事業者にとって参入障壁であると考えられる。一般

的に、計画時 VFM が高い事業は従来事業よりコスト削減が見込める事業である。従って、

計画時 VFMが高い場合、行政が要求する水準を達成できないと判断し応募を見送る民間事

業者が存在すると考えられる。吹田市へのヒアリング21から、計画時 VFMの算出にあた

り、行政が見積もる事業に要するコストは民間事業者のそれと比較して安価となる傾向が

あることが判明した。これを踏まえると、行政が公表する計画時 VFM は民間事業者の想定

より高くなる場合が多いと言える。 
また、現状分析より、これまでの PFIは箱物系事業が中心であり、サービス系事業にお

ける計画時 VFM算出ノウハウは十分に蓄積されていないと考える。加えて、サービス系事

業の方が民間事業者の経営ノウハウを活用する場が多いため、それに関わるコストを行政

が正確に算定することは困難である。故に、サービス系事業では民間事業者の実情に即し

ていない計画時 VFMの算出が箱物系事業よりも高頻度で起こり、結果として民間事業者が

事業への応募を見送る場合が多くなると考える。 

さらに、VFMはその算出式より、見積もった事業コストの誤差が同額であるという条件

下では、事業規模の小さい事業の方が大きい事業と比較して VFM により強い影響を受ける

と言える(図 13)。そのため、事業規模が 100億円未満の PFI では民間事業者はより高い参

入障壁を感じる。 
  

 
21 2021年 10月 13日実施 
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図 13 官民のコスト認識の違いが VFM に与える影響 

 
(筆者作成) 
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第 2 項 事業期間 
 定量分析より、「サービス系事業において 14 年から 15 年程が民間事業者にとって最も

望ましい事業期間であること」が示唆された。そこで、サービス系事業において事業期間

の長短が民間事業者の PFI 参入に与える負の影響について考察する。一般に PFI は 7 年か

ら 30年の事業期間で実施されている。運営業務が中心となるサービス系事業において、民

間事業者はそれまでのノウハウを PFI に活かし、より良いサービスを提供しなければなら

ない。そのためには、知見の獲得とそれを今後の運営に活かすのに相応の期間が必要とな

る。仮に短期間で PFI を実施するならば、運営段階において所有権を有するため、機動的

な施設改修など民間事業者の創意工夫がしやすい BOT方式22の採用といった制度設計上の工

夫が求められる。次に事業期間が長い際の民間事業者にとってのデメリットについて考察

する。 

考えられる観点は 3 つあり、①リスクの予測が困難であること②民間事業者が資金調達

を行う際に金融機関からの借り入れの金利が高くなること③応募の際、共に入札参加グル

ープを構成する民間事業者を見つけられないことである。まず、①について述べると、長

期契約の場合、事業実施に際して将来の不確実なリスク23に脅かされる可能性をはらんで

いる。そのため、リスクを可能な限り正確に予測し官民で適切なリスク分担を行う必要が

あるが、事業期間が長くなるにつれて困難になる。これらを踏まえ現行施策では、過去の

類似事業の研究、第三者機関として外部コンサルティングファームによるアドバイザリー

委託、また内閣府が提供している「PFI におけるリスク分担等に関するガイドライン(2021

年改正)」などによって対処している。 

次に、②について述べると、現状分析でも述べた通り、民間事業者が SPC を構成し PFI

を実施するにあたり、資金調達の手段として金融機関からの融資を利用する(プロジェク

トファイナンス)ことが多い。そして、その融資を受ける際の金利は事業期間の長さに比

して高くなる。松山市(2015)によると事業期間が 10年を超える際、固定金利での資金調達

は困難となり、それ以上の事業期間では資金融資の金利が高くなる。こうした状況に際し

て、行政は整備費用の一部に対する「無利子貸付制度」の制定している。また、熊本県で

は地方銀行が共同してプラットフォームを形成することで PFI の事業化支援に携わってお

り、金融機関の PFIに対する関わり方が再考されている。 

さらに、③について述べると、内閣府へのヒアリング調査24より、長期事業など民間事

業者にとって障壁が存在する PFI の制度設計下では、共に入札参加グループを構成する他

の民間事業者が見つけられず PFI への参入を見送る事態が十分に考えられるとの回答を得

た。また、給食センター等地域住民の生活と密に関わる社会資本では、地元の民間事業者

の参入が望まれる。しかし、国土交通省「PPP/PFI 推進における主体別の 課題及び支援方

策に関する検討業務報告書」(2017)によると、大手民間事業者に比べリスク負担に対して

困難を感じる地元企業が単独で PFI を担うのは困難である。さらに、PFI に関する地元企

業間のネットワークが構成されておらず入札参加グループの形成にあたって課題を抱えて

いることも同資料より分かった。これらに対して、各地方自治体は独自にセミナーや地域

プラットフォームを設立してネットワークの形成を図っているが、現状全ての PFI におい

てこの点に対処する政策は実施されていない。 

 
22 2020年度 PPP/PFI推進アクションプランより 
23 内閣府(2021)より、事業期間中の突発的な事故、需給の変動、天災、物価の上昇などが該当する 
24 2021年 10月 29日実施 
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 このように、定量分析で実証された事業期間と異なった PFI を実施する場合、民間事業

者にとって、短期の場合には自身のノウハウを活かしきれないこと、長期の場合、①リス

ク予測の困難②借り入れの金利③グループを構成する民間事業者が見つけられないことの

困難が発生する。特に長期契約における民間事業者同士のマッチングについては各行政主

体の裁量に任されており、今後、新たに PFI を実施する自治体も増えていくと考えられる

以上、国が取りまとめて実施する施策の検討が求められる。 

第 3 項 BTO 方式 
 定量分析より、「箱物系事業で BTO 方式が入札参加グループ数に正の影響を与えること」

が明らかとなった。BTO 方式と異なり、BOT方式は事業終了まで民間事業者が施設の所有権

を保持するため、柔軟にサービスの提供をする事が可能になる。一方で、固定資産税や都

市計画税といった税の負担が民間事業者にとってのデメリットとなる。 
以上を踏まえ、定量分析において箱物系事業でのみ BTO 方式が正に有意となったのは、

施設の建設を中心に行う箱物系事業では、民間事業者にとって BTO 方式の方が BOT 方式と

比べてデメリットが小さいためだと考えられる。 

よって、定量分析から行政は民間事業者のこのような意向を踏まえ箱物系事業では基本

的に BTO 方式を推進すべき事が明らかとなった。一方、サービスの質向上が見込まれるサ

ービス系事業では BOT 方式を推進するという様に、事業の性質に合わせ方式を考慮する必

要が示唆された。 
現状分析で述べた通り、日本では特に BTO 方式が主流であり、2020 年に実施方針が公表

された 878 件のうち 603 件が BTO 方式であるのに対し、BOT 方式は 76 件である。これは今

まで箱物系事業が多かったこと、BOT 方式は BTO 方式と比べて国から地方自治体に給付さ

れる補助金が少ないという背景が挙げられる。しかし、近年サービス系事業を対象とする

PFIが増えてきた背景を受けて、政府は BTO方式と BOT方式を公平に選択できる政策を実施

している。内閣府「PPP/PFI 推進アクションプラン(2021 年改訂版)」では BOT 方式推進の

ため税制の特例措置の方針について検討されており、現に国土交通省より「2022 年度地方

税改正(税負担軽減措置等)要望事項」において BOT 方式における非課税措置の要望が提出

されている。 
このように BTO 方式実施の現状と今後の政府の動向より、対象事業に合わせて柔軟に事

業方式を決定する制度設計が進められており、少なくとも事業方式の観点からは行政と民

間事業者の双方にとって最適な PFI が実現されつつある。 

 

  



ISFJ2021 最終論文 
 

48 

 

第 4 項 定性分析のまとめ 
 定量分析の結果より、入札参加グループ数を増加させるには①計画時 VFM②事業期間の

長さ③BTO 方式の観点から PFI にアプローチする方向性が示された。そこで、定性分析に

おいてヒアリング調査や現行施策の課題から、上記 3つの要素についての考察を深めた。 
 結果、以下 3 点が明らかとなった。1 点目が民間事業者の実情を把握できていないまま

計画時 VFM の算出が行われていることである。2 点目が事業期間に関して、入札参加グル

ープの構成にあたって困難を抱えており、現行施策による対応が不十分であることである。

3 点目が対象事業に応じて柔軟に事業方式を設定する制度の試みが始まっていることであ

る。定量分析と以上を踏まえた上で政策提言を行う。 
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第 4 章 政策提言 

第 1 節 政策提言の方向性 
 定量分析から「箱物系事業では BTO 方式」「サービス系事業では約 15年の事業期間」が

民間事業者にとって魅力を感じる制度設計である事が明らかとなった。まず、定量分析の

結果を PFI の検討段階で反映する政策を検討する。しかし、PFI の制度設計は対象施設の

規模や特性を踏まえ最適なものが選択されるべきであり、例えば全ての事業期間を 15年に

するような、民間事業者の観点のみを考慮した制度設計は現実的ではない。そこで、定性

分析から明らかとなった課題に対処することで、民間事業者の懸念を払拭する政策を検討

する。定性分析で明らかとなった課題の 1 つ目が、適正な計画時 VFM が算定されていない

ため、意図せず民間事業者の応募意欲を引き下げていることである。特に事業規模が 100

億円未満のサービス系事業において顕著である。2 つ目が、サービス系事業において、事

業期間が長いが故に入札参加グループが形成されず PFI の参加を見送る事態が発生するこ

とである。現状の政策において対処が不十分な上記 2 点に対し、行政が介入し民間事業者

の応募意欲を高める必要がある。これらを踏まえ、本稿では以下 3 つの提言を行う(図 14)。 

 

【政策提言Ⅰ：検討会への民間事業者派遣制度】 

【政策提言Ⅱ：アドバイザリー活用支援補助金】 

【政策提言Ⅲ：情報バンクの設置による民間事業者同士のマッチング促進】 

 

図 14 政策提言の概要図 

 
(筆者作成) 
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第 2 節 政策提言 

第 1 項 提言Ⅰ：検討会への民間事業者派遣制度 
定量分析から「箱物系事業では BTO方式」「サービス系事業では約 15 年の事業期間」が

民間事業者にとって魅力的な制度設計だと示された。そこで、各 PFI で上記要素を取り入

れるため、検討段階で民間事業者の意見を反映させる提言を行う。 

⚫ 内容 

 PFI の制度設計における最終的な意思決定の場である検討会への民間事業者の参加を必

須のものとする。検討会に参加する民間事業者は内閣府が認定した PFI の実施経験を有す

る事業会社とする。公平性の観点から彼らは当該 PFI への応募を禁ずる。また、その際の

派遣費用25は国が負担する。 

 現状、PFI の制度設計がどのように民間事業者の意見を反映させるかは各行政主体によ

って異なっており統一的な方針は定まっていない。例えば、吹田市ではまず PFI の簡易的

な内容について方針を立てる。その後マーケットサウンディング26などで民間の意見を取

り入れた後、詳細な内容を定め実施方針を民間事業者に公表する27。このように最終決定

の場に民間事業者は直接関与していない。そこで本提言は、全ての検討会に PFI 実施経験

を有する民間事業会社を派遣し、民間事業者の観点を最終的な意思決定の場において反映

させる事を目的とする。これらによって定量分析の結果の実現を目指す。 

 

⚫ 提言対象 

 内閣府 

 

⚫ 期待される効果 

 期待される効果は 2 点ある。1 点目は検討会に民間事業者が参加することで、最終的な

意思決定に至るまで民間事業者の意見が反映される点である。PFI における官民対話の代

表的な手段として、各行政自治体が独自に実施するマーケットサウンディングが挙げられ

る。これは民間事業者の観点を踏まえる上で有意義ではあるが、実施方針の策定のための

情報収集の側面が強く、最終的な意思決定では直接民間事業者の観点が反映されない。そ

こで、まずサウンディングを基に PFI の制度設計を進め、最終的な決定において PFI の実

施経験を有する事業会社が参加する事で、より民間事業者の観点が反映された制度設計が

可能になる。2 点目が全ての PFI で民間事業者の観点を取り入れる事が可能となる点であ

る。国が提供する民間事業者と行政の相談の場として、国土交通省による「PPP サポータ

ー制度」が挙げられる。同施策において行政は、同省が認定したサポーター28に PFIに関す

る相談ができる。しかし、同省管轄の社会資本29がその対象であり、PFI の対象となりうる

全ての社会資本が対象となっていない。そこで内閣府に提言を行い全事業で民間事業者の

意見を取り入れる環境を整備する。 

 
25 派遣費用には、事務的な費用に加え事業会社への謝礼も含むこととする。 
26 民間事業者との直接的な対話により、市場の情報調査・新たな提案といった情報収集、また当該事業に対する意欲の

向上を目指した官民対話手法の事である。 
27 2021年 11月 9日聞き取り調査より 
28 事業会社だけではなく、金融機関やコンサルティングファームも含まれる。 
29 公園、下水道、空港、道路、住宅などが主に挙げられる。 
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⚫ 実現可能性 

 2 点の理由を持って実現可能性は高いといえる。1 点目は、既に内閣府の「PPP/PFI 専門

家派遣(通年実施)」30において、PFI を検討する行政主体に国の行政職員や PFI の行政実務

に関する専門家を派遣する費用を内閣府が負担する施策が実施されていることである。本

施策の枠組みを参考にし、民間事業者の派遣を行う。2点目は、国土交通省の「PPPサポー

ター制度」や「金融機関・個別相談パートナー」といった、同省が選定した特定の民間事

業者と PFI について相談する制度が存在していることである。派遣する民間事業者の選定

について同制度を参考にする事は十分可能であると考える。 

第 2 項 提言Ⅱ：アドバイザリー活用支援補助金 
定量分析より「100 億円未満のサービス系事業では計画時 VFM が高ければ高いほど入札

参加グループ数が減少する」ことが、定性分析より「PFI コストの見積りが行政と民間事

業者とで異なり、計画時 VFM が高く算出される」ことが明らかとなった。特に、サービス

系事業ではコストの算定ノウハウが行政に蓄積されておらず、民間事業者の参入障壁とな

っている事が推察された31。よって、行政は民間事業者の観点を考慮し正確なコストに基

づいて計画時 VFM を算出すべきである。その結果、民間事業者の参加判断が適切な条件下

で行われ、入札参加グループ数が増え競争原理を促進する事に繋がる。 

しかし、行政単体で市場や民間事業者の動向の全てを捉えるのは困難である。また、行

政の PFI ノウハウは今までの実施経験数に依存し、短期的に備わるものではない。そこで、

上記 2点の課題に対処するため、PFI の知見を有するアドバイザリー32活用に着目する。 

内閣府より、金融、法務、技術等の専門知識が必要な PFI において、外部のアドバイザ

リー支援を受ける事が推進されている。2021 年度「PPP/PFI 推進アクションプラン」にお

いて「アドバイザリー費用について、各分野の交付金等により支援するとともに、支援分

野の拡大等を含めて検討を行う」と明記されている事からも、アドバイザリーが有効であ

ることが推測される。内閣府が実施しているアドバイザリー活用に関する施策として「民

間資金等活用事業調査費補助事業」が挙げられる。PFI 導入可能性調査において調査委託

費を助成し、自治体における円滑な PFI の実施を図る制度である。しかし、本施策は通年

募集で実施されているものではない。2020 年度においては、1 か月の募集期間において応

募があった事業を対象にしており、その実施件数は 22 件に留まる。また、助成額の上限は

1000 万円と設定されている。アドバイザリー利用における費用負担は委託内容に応じて異

なり、内閣府ホームページによると、導入可能性調査(施設計画の策定は含まない)の委託

には 500 万円から 1000 万円程度の費用が必要となる。加えて具体的な PFI 手法の策定(実

施方針の策定)から事業契約締結まで委託業務に含まれる場合、2000 万円から 5000 万円程

度の費用が必要となる。従って、既存の「民間資金等活用事業調査費補助事業」はあくま

で導入可能性調査におけるアドバイザリーの利用を見据えた制度であると考えられ、最終

的な事業契約締結まで考慮した補助制度としては不十分である。 

以上より、民間事業者の観点を踏まえたコストの見積りができていないこと、サービス

 
30PFI に取り組む地方公共団体を支援するために、PFI に精通した行政専門家を派遣する制度であり派遣費用は内閣府が

全額負担する。半日程度の派遣において、PFI に関する基本的な概念についての講習会開催や、行政手続き上の懸念事

項を解消し、PFIの実施決定する後押しする制度である。 
31日本経済団体連合会(2014)において民間事業者対象のアンケート結果より、VFM 算定根拠の不十分さや公会計と企業

会計との運営・制度上の差異が PFIの活用を阻害していると述べられている。 
32 本稿において、アドバイザリーとは民間コンサルティングファームを想定している。 
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系事業において PFI のノウハウが蓄積されていないこと、そしてそれらに対処する現行の

アドバイザリー推進施策が具体的な制度設計までを対象としていないことを課題とする。

これらの課題を解消するため、内閣府にサービス系事業を対象としたアドバイザリー利用

推進事業の展開を提言する。 

 

⚫ 内容 

PFI を実施する行政にアドバイザリーの活用に必要な資金に充てる補助金を交付する。

本提言の目的は行政のノウハウが蓄積されていないサービス系事業でアドバイザリーを活

用し、適切な計画時 VFMの算出・PFI の制度設計の実現を推進する事である。 

具体的な内容は、以下の通りである。補助対象となる事業は、定量分析で定めた事業規

模の小さいサービス系事業であり、具体的な分類は本稿の定量分析の分類に従う33。補助

金の用途はアドバイザリーへの委託業務に限り、導入過程調査から事業契約締結までに要

した費用が対象となる。一方で、政府が直面している財政難を考慮すると、無闇な補助金

交付による歳出の増加は望ましくない。そこで、予備分析の結果を基に補助金額の上限を

各 PFI に設定する。具体的にはアドバイザリーと算出した対象事業における計画時 VFM(従

来の公共事業方式の LCC と計画時の PFIの LCCの差分)を金額換算して求め、その 4 割を上

限として行政主体に補助金を交付する事とする。この 4 割は予備分析より導出したもので

あり、適正な計画時 VFM が算出され、PFI に参加する民間事業者数が増える事で、競争原

理が働いた場合の追加的な想定財政負担削減効果を表す(図 15、図 16)。本制度により、国

は不要な支出を抑える事ができる。また、交付金額は事業ごとに設定される。仮に 5000 万

円のアドバイザリー費用が必要となり、1 億 2500 万円を越える財政負担の削減効果が見込

まれる場合、自治体は委託費用の全額を補助金で賄う事が可能となる。この場合、補助金

額は 5000 万円とする。補助金の申請を行う PFI 実施主体は、内閣府に申請書を提出し申請

が認められた場合、後に算出した計画時 VFM を提出する事で当該補助金を受けることが出

来る。 

  

 
33 具体的には産業育成支援施設、ゴミ処理施設の余熱利用施設、給食センター、火葬場、観光施設、浄化水槽等事業、

駐車場、ESCO が該当する。 
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図 15 補助金上限の導出過程 

 

 
(筆者作成) 
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図 16 補助金上限設定のイメージ図 

 
(筆者作成) 

⚫ 提言対象 

内閣府 

 

⚫ 期待される効果 

 アドバイザリー活用の推進により、計画時 VFM が適切に算出される事が期待できる。結

果、入札参加グループ数が増加し競争原理が働き、財政負担の削減に繋がると考える。具

体的には、元来の PFI の財政負担削減額と入札参加グループ数増加による財政負担削減額

から、補助金額を引いた分の財政負担の削減を想定する。国は補助金の歳出が必要となる

が、長期的には全国的に PFI が推進され、社会資本維持のための国庫支出金などが削減で

きると考える。 

 補助的な効果として、PFI 実施経験数が少ない自治体による PFI 実施や、ノウハウ蓄積

が乏しいサービス系事業における円滑な PFI 実施にも資することが期待される。 
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⚫ 実現可能性 

 統計学的根拠を基にアドバイザリー導入による効果を想定したうえで補助金の上限を決

定するため費用対効果は高いと言える。 

 また、内閣府は PFI の支援を目的に各種補助金を交付しており、「民間資金等活用事業

調査費補助事業」は一か月という短い募集期間においても、22 事業で実施されており、補

助金交付に関する手続きや合意形成は滞りなく行われると考える。 

第 3 項 提言Ⅲ：情報バンクの設置による民間事業

者同士のマッチング促進 

定量分析では、14 年から 15 年が望ましいという結果が得られたが、それらを実現する

には課題も多い。そこで、定性分析を通して事業期間を設定する際の課題について検討し

た。その結果、長期契約における民間事業者同士のマッチングが上手く行かず、「民間事

業者同士で入札参加グループを形成できないが故に PFI への参加を見送る事態」が生じて

いること着目する。本項では、情報バンクを通じた民間事業者同士のマッチング促進を提

言する。 

⚫ 内容 

一般社団法人日本公園緑地協会が提供する「Park-PFI 推進ネットワーク政策」を参考と

した新たな情報バンクの構築を提言する。上記は、都市公園における PFI において官民相

互の情報を収集・発信する事で、初期段階における制度の周知・普及と事業の実現化に寄

与することを目的として構築された情報プラットフォームである。そこでは、登録した行

政や民間事業者が、PFI に関するお互いの情報を閲覧できる。また、行政はサウンディン

グ及び公募の情報を広く公開する事などが、民間事業者は公示前の PFI に対して問い合わ

せを行う事などが可能となっている。 

本提言では、上記プラットフォームを参考に、全ての社会資本における PFI において利

用可能な情報バンクを構築する事を想定している。本システムが想定するマッチングの種

類は 2点ある。 

1 点目が民間事業者同士の出会いの場を創出する事である。本提言では、システムに登

録した民間事業者の PFI に対する要望を集めた情報バンクを設計する。具体的には希望事

業地・事業対象・事業期間といった希望の PFI に関する情報を登録する。その後、民間事

業者が入力した要望を互いに閲覧できるようにし、希望する相手企業が見つかればシステ

ム上で直接交流ができるようにする。結果、PFI に関心を持ちながらも共に実施する相手

企業を見つけられないが故に参加を断念してしまう事態を防止する。 

2点目が行政と民間事業者のマッチングである。PFIが実施されるまでに行政が民間事業

者と関わる段階は次の 2 つである。1 つ目が特定事業選定前のマーケットサウンディング

の際、2 つ目が事業内容の公示後における民間事業者の選定段階の際である。前者につい

て、事業内容の公示前にあらかじめ民間事業者と意見交流を行う事で、市場の観点を踏ま

えた事業方針の策定が可能となる。その際、PFI に対して知見を持つコンサルティングフ

ァームや過去に PFI を実施した経験を持つ民間企業、地元の実情に精通した地元企業と、

サウンディングを実施するため本マッチングシステムを利用することが可能となる。また、

公示後、実施予定の PFI を広く公表すること、実施主体が参加してもらいたいと考える民

間企業と直接やりとりを行うことが可能となる(図 17、図 18)。 
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図 17 情報バンクに記載する民間事業者の情報イメージ 

 

 
(筆者作成) 

 

図 18 情報バンクの位置づけ 

 

(筆者作成) 
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⚫ 提言対象 

内閣府 

 

⚫ 期待される効果 

マッチングシステムにより、民間事業者の出会いの場が提供され、入札参加グループを

形成できないことを理由に PFI 参加を断念する事態を防ぐことが可能となる。これにより、

入札参加グループ数が増加し、競争原理が促進される結果、財政負担の更なる削減が期待

される。また、副次的な効果として行政と民間事業者のマッチングが促進される。現に

「Park-PFI 推進ネットワーク」において、サウンディングや公募の際に、登録されている

民間事業者の中から目的に合う者を抽出し、直接連絡を取り参加を促す事が可能となった

事例が報告されている。さらに、100 件を超えるサウンディング情報・公募情報が同フォ

ーム上で提供されている。これらを踏まえ、都市公園以外の事業対象にも拡張し、行政や

民間事業者のマッチングを促進する本提言が PFI にもたらす効果は高い。また、大阪府吹

田市へのヒアリングでも、「同政策が実現した場合、非常に助かる」34と回答を得た。ま

た、同時に PFI実施を検討中の行政に閲覧権を与えることで制度設計の際の市場調査や PFI

の公示、民間事業者への勧誘活動等に対する補助効果も担う。 

 

⚫ 実現可能性 

上記の通り類似政策として、「Park-PFI 推進ネットワーク政策」がある。これは都市公

園事業のみを対象としたものであるが、同様のプラットフォームを設計することは可能で

ある。 

  

 
34 2021年 10月 25日実施 
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第 3 節 政策提言のまとめ 
 提言Ⅰにより、PFIの検討段階で民間事業者の観点を反映する機会が創出される。 

 しかし、民間事業者の観点のみを考慮した PFI の実施は非現実的である。そのため、制

度設計そのものが民間事業者にどのようなデメリットを与えるのかを定性分析より明らか

とし、それに対応する提言も行った。 

 提言Ⅱにより、計画時 VFMが適正な値となり相応な入札参加グループ数が見込める。 

 提言Ⅲにより、民間事業者同士のマッチングが促進され入札参加グループを構成する仲

間が存在しないことを理由に PFIへの参加を断念する事態を防ぐことが可能となる。 

 以上 3 つの政策提言を現行政策と合わせて実施する事で入札参加グループ数を増加させ

ることが可能となる。それにより、競争原理が働き、VFM 変化率や提案サービスの質の向

上が見込まれる。結果、行政の財政負担を削減しつつ、国民生活に必要不可欠な社会資本

の適切な維持整備を実現することができ、本稿のビジョンである「官民一体で、社会資本

の適切な維持整備を実現すること」が達成される(図 19)。提言を通して説明した現行政策

との違いのまとめは以下の通りである(図 20)。 

 

図 19 政策提言の位置づけ 

 

 
(筆者作成) 
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図 20 現行施策との違い 

 

 
 (筆者作成)  
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おわりに 
 本稿の課題として以下の 2 点が挙げられる。1 点目は、PFI が実施される場所の属性を考

慮した分析を実施できなかった点である。具体的には都会や地方の違いで参入する企業の

性質や数に違いが生じると考えられる。2点目は、PFIに参入する民間事業者の属性の違い

を考慮した分析を実施できなかった点である。具体的には、主要事業の違い、民間事業者

ごとの規模の違いである。こうした違いに応じて、参入する PFI にも違いが生じると考え

られる。よって、この 2点は本研究における今後の研究課題と言える。 

 本稿の執筆にあたり、内閣府や地方公共団体、日本 PFI・PPP 協会、一般社団法人全国公

園緑地協会、そして PFI への参入経験を持つ民間事業者の方々に、データ取得や聞き取り

調査の面で多大なご協力を頂いた。ここに感謝の意を表する。 

 最後に、我々の研究が我が国の社会資本の適切な維持・整備の実現に寄与する事を願っ

て、本稿の締めとする。 
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・内閣府 「PPP/PFI専門家派遣」2021年 11 月 10日最終閲覧 

<https://www8.cao.go.jp/pfi/shien/senmonka/senmonka.html〉 

・日本経済団体連合会(2014)「PPP/PFIの推進に向けたアンケート調査報告」2021年 11 月

10日最終閲覧 

 <https://www.keidanren.or.jp/policy/2014/059_honbun.pdf〉 

・ふくおかフィナンシャルグループ「地域密着型金融の取組みについて（平成 29 年度）」 

2021 年 11 月 10日最終閲覧 

<https://www.mof.go.jp/pri/publication/financial_review/fr_list8/fr144.htm> 

・松山市「最適事業方式選定」2021 年 11月 10 日最終閲覧 

〈 https://www.city.matsuyama.ehime.jp/kurashi/kosodate/kyuusyoku/kyusyokuseibik

eikaku.files/saitekijigyou_4.pdf〉 

・三井住友トラスト研究所「コンセッション方式 PFI の現状と課題」2021 年 11 月 10 日最

終閲覧 

<https://www.smtri.jp/report_column/report/pdf/InfraUPDATES_Concession.pdf> 

・Park-PFI推進支援ネットワーク PPnet HP 2021年 11 月 10 日最終閲覧 

  <https://park-pfi.com/about> 

 

データ出典 

・愛知県 「愛知県スタートアップ支援拠点整備等事業 落札決定結果」2021 年 11月 10 日

最終閲覧 

 <https://www.pref.aichi.jp/uploaded/attachment/387099.pdf> 

・厚木市 「厚木市ふれあいプラザ再整備事業審査講評」2021年 11 月 10 日最終閲覧 
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<https://www.city.atsugi.kanagawa.jp/material/files/group/1/kohyo.pdf> 

・大分市 「荷揚町小学校跡地複合公共施設整備事業について」2021年 11月 10日最終閲覧 

<http://www.city.oita.oita.jp/o012/niage_atochi_rikatuyou.html> 

・倉敷市 「倉敷市中央斎場施設事業の落札者について」2021年 11 月 10 日最終閲覧 

<https://www.city.kurashiki.okayama.jp/secure/123300/%E5%80%89%E6%95%B7%E5%B8%

82%E4%B8%AD%E5%A4%AE%E6%96%8E%E5%A0%B4%E6%96%BD%E8%A8%AD%E6%95%B4%E5%82%99%E4%

BA%8B%E6%A5%AD%E3%81%AE%E8%90%BD%E6%9C%AD%E8%80%85%E3%81%AB%E3%81%A4%E3%81%84%

E3%81%A6%EF%BC%88%E3%81%8A%E7%9F%A5%E3%82%89%E3%81%9B%EF%BC%89.pdf> 

・国土交通省 「内閣府新庁舎（仮称）整備等事業 民間事業者選定結果」2021 年 11月 10

日最終閲覧 

<https://www.mlit.go.jp/gobuild/content/001386168.pdf> 

・坂出市 「（仮称）坂出市学校給食センター整備運営事業に係る優先交渉権者の決定につ

いて」2021年 11 月 10 日最終閲覧 

 <https://www.city.sakaide.lg.jp/uploaded/life/44166_149241_misc.pdf> 

・島田市「金谷地区生活交流拠点整備運営事業 審査講評」2021 年 11 月 10 日最終閲覧 

<https://www.city.shimada.shizuoka.jp/fs/4/5/6/5/4/0/_/sinnsakouhyou.pdf> 

・特定非営利活動法人 日本 PFI・PPP 協会編(2021) 「PFI 年鑑 2020 年度版」特定非営利

活動法人 日本 PFI・PPP協会 

・栃木市 「栃木市新斎場整備運営事業に係る落札者の決定について」 2021年 11月 10 日

最終閲覧 

<https://www.city.tochigi.lg.jp/uploaded/attachment/28722.pdf> 

・名古屋市 「瑞穂公園陸上競技場整備等事業に係る PFI手続き」2021年 11月 10日最終閲 

 覧 

 <https://www.city.nagoya.jp/sportsshimin/page/0000123351.html> 

・那須町 「（仮称）黒田原地区定住促進住宅整備事業 審査結果報告書」2021 年 11月 10

日最終閲覧 

<https://www.town.nasu.lg.jp/manage/contents/upload/5f05220f8d857.pdf> 

 


